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通信傍受令状の執行手続の一部に違法を認めつつ、傍受記録等の証拠能力を認めた事例

事実の概要

　Ｘは、特定の 4～5名の者および氏名不詳者ら
と共謀のうえ、被害者から土地や現金を騙取した
とする組織的詐欺罪（組織的犯罪処罰法 3条 1 項
13号）の26件の被告人として、公判審理を受けた。
検察官から、Ｘおよびその共犯者と疑われていた
Ｐ 59 各々の携帯電話による通信の傍受内容を記
載した通信傍受記録等（「本件傍受記録等」）につ
いての証拠調べの請求がなされたのにたいし、弁
護人は、これらは違法収集証拠でありその証拠能
力は否定されるべきだと主張した。
　弁護人は、その主張の基礎づけ事実として、本
件傍受記録等に記録された通信が、傍受の許され
る「犯人による犯罪関連通信」（2016 年改正前の
通信傍受法〔「旧法」〕3条 1 項柱書き）にあたらな
いことのほか、①上記 2名の携帯電話による通信
を傍受する一連の捜査（「本件通信傍受捜査」）では、
傍受すべき通信に該当するか判断するための「必
要な最小限度の範囲」（旧法 13 条 1 項）を超えて
通信が傍受されたこと、②本件通信傍受捜査では、
弁護士が他人の依頼を受けておこなうその業務に
関するものと認められる通信が傍受されたこと
（旧法 15 条参照）、③令状なく電話番号が探知され
たこと（旧法 16 条 1 項参照）、④原記録の一部に
つき複製ができなかったことなどを指摘した。

判決の要旨

　本件傍受記録等の証拠能力を認め、全件有罪。
　１　「必要な最小限度の範囲」か否か（①）
　弁護人は、本件通信傍受捜査において捜査機関

が定めたスポット傍受として許される傍受時間 2
分という定めは、恣意的なものであり、必要最小
限度の範囲を超えた違法があるとし、現に、捜査
官らは、犯罪関連通信に該当しないことが明白な
通信であっても、2分以内の通話は最後まで全部
聞き続けたことを指摘しているが、「リアルタイ
ムで犯罪関連通信該当性を判断するというスポッ
ト傍受の性質上、一定の時間は当然に必要である
と考えられるのであって……法の趣旨に反した恣
意的で不当に長い傍受時間が定められたとうかが
わせる事情はない。」「スポット傍受の枠内で犯罪
とは無縁の私的な通信全部が傍受されたものが多
数あることは弁護人が指摘するとおりである。し
かし、捜査官らは……現場で、相手方話者や話題
の転換の可能性を考慮しながら犯罪関連通信該当
性を判断していたものと認められるのであって
……法の趣旨を意図的に無視していたとはいえな
い。」「通信傍受法 13 条 1 項に抵触し得るような
判断の遅れ等があるにしても、本件傍受記録等の
証拠能力を直ちに失わせるほどの重大違法があっ
たとはいえない」。
　２　被告人と弁護士との通信の傍受（②）
　「被告人と弁護士であるＰ 67 が契約していた
携帯電話機との間の通信が傍受されていた事実が
認められる。」「会話内容をみれば、弁護士に貸金
回収のための差押えを依頼しようとしているとみ
るのがごく自然な解釈であり、それが判明した時
点で直ちに傍受を終了すべきところ、捜査官らが
傍受を漫然と続けた点は、通信傍受法 15 条に違
反する。」
　また、「弁護士との通話であると弁護人が主張
するその他の通信については、これらの通話内容
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が含まれているはずのファイルの原記録は……複
製・再生できないことが判明しているところ、そ
の原因は不明である。そして、被告人は、これら
は弁護士との通話であ……る旨供述している。こ
れらを排斥する客観記録が被告人の与り知らない
ところで失われるに至った本件事案においては、
通信傍受法 15 条に反する傍受があった可能性を
前提に、この違法の波及について検討するのが公
正である。」
　だが「上記の各弁護士との通話の傍受について
の違法は、Ｐ 60 名義との通話やＰ 61 名義との
通話等とは別の通信の傍受についての違法であっ
て、傍受記録の際には適切に削除されているから、
Ｐ 60 名義との通話やＰ 61 名義との通話等との
関係では、通信傍受法 26 条 3 項 2 号にいうよう
な当該傍受においての重大な違法がある場合には
当たらない。また、実質的に見ても、Ｐ 60 名義
との通話やＰ 61 名義との通話等は……その通話
内容等のみで犯罪関連通信として傍受し、記録化
することが認められるものであり、上記の弁護士
の通話の傍受とは独立して、犯罪関連通信として
傍受され、記録されたものである。したがって、
上記の弁護士との通話の傍受については、少なく
とも、Ｐ 60 名義との通話やＰ 61 名義との通話
等と密接な関係があるものではなく、これらの証
拠との関係では、令状主義の精神を没却し、これ
を証拠として採用することが将来における違法捜
査の抑制の観点から相当ではないものとする波及
効果を与えるようなものとまでは認められない。」
　３　電話番号の無令状探知（③）
　「保護されるべき通信の秘密には、通信の各当
事者の電話番号等も含まれるが、傍受令状により
傍受の実施をしている間に行われた通信であっ
て、傍受が許されるものについては、通信の相手
方の通信の秘密についても当然に制約が許される
ことから、この場合に電話番号等を探知しても、
これにより制約される通信の秘密は、既に制約が
許された通信の秘密の一部をなすものにすぎず、
新たな法益侵害とはいえないこと等から、『傍受』
が始まった後ならば、電話番号等の探知を許容し
たものと解される。
　したがって、通話が始まる前の『傍受の実施』
にすぎない段階で、ナンバーディスプレイに電話
番号が表示された点は、通信傍受法 16 条 1 項に
違反する。」

　「他方で、上記の違法は、通信傍受法 26 条 3
項 2 号にいうような、本件傍受においての違法
には当たらないと解される。そして、犯罪関連通
信に該当するＰ 60 名義との通話やＰ 61 名義と
の通話においても、通話が始まる前から電話番号
等の探知がされていたものとうかがわれるが、通
話が始まった『傍受』の段階で電話番号等の探知
が許されることとなるのであるから、順序が若干
前後しているにしても、違法の程度が重大である
とはいえない。また、その他の通信において電話
番号等の探知がなされた違法は、犯罪関連通信と
の間に密接な関係がなく、これらの証拠能力に直
ちに影響を与えるものではない。」
　「そうすると、上記違法は、本件傍受記録等の
証拠能力との関係で、令状主義の精神を没却し、
これを証拠として採用することが将来における違
法捜査の抑制の観点から相当ではないものとまで
は認められない。」
　４　原記録の複製不能（④）
　弁護人が原記録の複製を求めたところ、その一
部について複製ができなかったが、「傍受の原記
録の複製ができないことは、当該傍受において通
信の当事者の利益を保護するための手続に重大な
違法がある場合（通信傍受法 26 条 3 項 2 号）に
当たらないと解される。」「弁護人の指摘する通信
は……適法になされたスポット傍受によるもの
で、犯罪関連通信として証拠化されている物でも
ないから、被告人の防御権を侵害してはおらず違
法な点はない。」

判例の解説

　一　はじめに
　本判決は、本件傍受捜査における被告人と弁
護士との通信の傍受（②）と電話番号の無令状探
知（③）について明確に違法だと認定する一方で、
本件傍受捜査から得られた本件傍受記録等の証拠
能力については否定しなかった。
　通信傍受法の解釈・適用について示した公刊裁
判例が非常に少ないなかで、本判決では、多くの
点が争われ、そのうちの 2点につき明確に違法と
判断され、違法収集証拠排除法則の適否が具体的
に検討されたことは注目されてよい。また、本判
決の内容は、同法の運用一般のあり方を考える契
機になりうるという意味でも重要だと思われる。
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　なお、本件では 2016 年改正前の法律の解釈・
適用が争われているが、ここでの議論は現行法に
おいても妥当する。

　二　本判決の新規性・積極的意義
　本判決について一定の新規性・積極的意義が認
められる点として、第 1に、傍受開始前の電話番
号の無令状探知（③）を違法としたことがあげら
れる。このことは条文に明示されておらず、また、
立案担当者らによる逐条解説でも明確に述べられ
てはいない（三浦守ほか『組織的犯罪対策関連三法
の解説』（法曹会、2001 年）508～515 頁）。もっとも、
旧法 16 条 1 項の「傍受の実施をしている間に行
われた通信……が傍受すべき通信に該当すると
き若しくは第 14 条の規定により傍受することが
できる通信に該当するものであるとき」は、傍受
後の探知を当然の前提としており、また、「第 13
条の規定による傍受すべき通信に該当するかどう
かの判断に資すると認めるとき」についても、当
該判断に資するかどうかを具体的に判断しようと
すれば、通信内容を捜査官が把握しないかぎり無
理なので、いずれにせよ、旧法 16 条 1 項により
許容される無令状探知は、傍受開始後に限られる
という解釈が導かれる。現に、同条をうけて定め
られた警察庁の「犯罪捜査のための通信傍受に関
する法律の運用に当たっての留意事項」（2010・4・
30 警察庁丙刑企発 57 号・丙企分発 14 号・丙備企発
41 号警察庁刑事局長・同警備局長通達）第 5、8(1)
には、「通話開始前には……別の令状なしで発信・
着信の相手方の電話番号を探知することは許され
ない」と定められている。そのため、この③に関
する判示は、特段目新しいものではない。
　第 2に、被告人と弁護士との通話の傍受（②）
に関して、両者間の通話の傍受があったかどうか
が原記録で確認できないばあいに、その原因が捜
査機関側にあるかどうかをとわず、旧法 15 条違
反があった可能性を前提に、傍受記録等の排除を
検討すべきだとした点も注目される。ただし、旧
法違反があった「可能性」を前提とするという趣
旨が、旧法違反があったものとして扱うというの
と同義なのかどうかは必ずしも明らかでない。
　そして、本判決のそのほかの個々の判示事項は、
ほぼ予想されたところにとどまっている。たとえ
ば、被告人と弁護士との通信の傍受（②）を違法
とする判断に関して、他人の依頼を受けておこな

う弁護士の業務に関するものであるかぎり、旧法
15 条により明確に禁止されており、捜査官が上
記の通信であることに気がついた時点でただちに
傍受を中止すべきことは、同条の要求するところ
である。また、「必要な最小限度の範囲」か否か（①）
や原記録の複製不能（④）の判示内容についても
十分予想されたところだと思われる。
　そしてさらに、違法収集証拠排除法則のあては
めに関しても、同様であろう。弁護士との通信（②）
や「必要な最小限度の範囲」か否かで問題とされ
た通信（①）は、いずれも、本事件に関わらない
スポット傍受の部分であり、本件傍受記録等には
含まれていない。①②で違法となりうる通信の傍
受と、本件傍受記録等に内容が記載されている通
信の傍受との間に因果関係は認められない。他方、
違法な電話番号の無令状探知（③）は、本件傍受
記録等に記載されている通信についても実施され
ている。しかし、そのような通信は「傍受すべき
通信」として、傍受開始後であれば、無令状探知
が許容されるのであるから、ごくわずかに時間的
に早かったことが、重大な違法を招くとはいいに
くい。
　以上からすると、本判決は通信傍受の違法性に
ついて詳細に論じている割に、さして目新しい判
断を示していない。おおむね予想された範囲の判
示にとどまっている。また、違法収集証拠排除法
則を、伝統的な捜索差押えのばあいと同様に適用
するかぎり、本件傍受記録等について証拠能力が
否定される余地はまずないということになりそう
である。

　三　本件弁護人の主張の真意とその評価
　弁護人としても、上記のことは十分予想しえた
と思われる。にもかかわらず、弁護人は、なぜ、
原記録の複製を求めその内容をつぶさに検討した
うえ、本件傍受記録等の証拠能力を真剣に争った
のであろうか。
　それは、通信傍受には、通常の捜索・差押えに
はみられない人権侵害性があり、そのことを考慮
し、通信傍受に見合う形で違法収集証拠排除法則
を適用すべきだ、と考えたからであろう。
　通信傍受は、その対象が人のコミュニケーショ
ンであり、何気ない会話から情報を収集しようと
いうもので、プライヴァシーや通信の秘密、ひい
ては思想・良心の自由にたいする重大な制約を課
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すものである。また、通常の差押えのように現存
する対象物を収集するのではなく、事前に待ち構
えていて通信が発生するたびにその内容を捕捉し
ていく行為であることから、傍受した通信には犯
罪と無関係な会話が必然的に入り込むうえ、収集
対象か否かについて、通信の中味を必ず聞いて判
断する必要がある。この点からみても、人権制約
の程度が非常に大きい。
　そこで、通信傍受が合憲だとされるためには、
捜索差押えにはない、厳格で特別な歯止めが必要
である。通信傍受法はそのことを一定程度考慮し
た規定を置いているが、他方で、逆に、捜索・差
押えに比べて、捜査権限を拡大したり権利保護の
措置を後退させる規定を設けている。たとえば、
令状要件に将来の犯罪についての被疑事実を含
む、令状記載の傍受可能期間の範囲であれば、傍
受が何度でも実施できる、他の犯罪の実行を内容
とする通信の傍受や電話番号の逆探知を認める、
傍受された通信の当事者全員への通知は不要、な
どである。とくに令状の一回性を緩和して何度も
執行できるとした点は、傍受される通信の数量を
大幅に拡大することになる。
　このように、捜査の便宜の考慮から通信傍受の
令状要件や手続を緩和したところがあるのであれ
ば、一層、通信傍受法上の歯止めが厳格に遵守さ
れなければならない。その遵守をもって、はじめ
て通信傍受という捜査手段が憲法上許容される
（あるいはその余地を生じうる）と考えるべきであ
る。なお、通信傍受法上、該当性判断のための傍
受において要求されているのは、傍受を「必要な
最小限度の範囲に限」ることであり（旧法 13 条 1
項）、スポット傍受の時間を形式的に守ることで
はない。
　弁護人は、最終弁論で、通信傍受を実施した警
察官らに法令遵守の姿勢が欠如している、と述べ
る。被告人と弁護士との通話（②）につき、誰が
聞いても冒頭 20 秒の会話でそれが弁護士との法
律相談の予約の電話であることはわかるはずなの
に、当時の傍受実施主任官はそのような職業の人
物がいたことについて記憶がないなどと証言して
いるとし、また、同人は、その証言から、①につ
き、スポット傍受の時間はその時間を経過するま
では傍受を続けてもよい時間だと理解していたと
指摘する。法令遵守の姿勢が欠如していることは、
上記「留意事項」に明確に反する電話番号の無令

状探知（③）によくあらわれているといえよう。
　しかし、二でみたように、通常の違法収集証拠
排除法則の考え方では、旧法の 13 条や 15 条の
明確な違反があっても、それが犯罪に無関係な通
信に限って認められるのであれば、傍受記録等の
排除にはつながらない。また、傍受前の電話番号
等の探知については、犯罪関連通信であっても、
同様である。とくに探知した電話番号等について
は、通信傍受法に消去を義務づける規定がないか
ら、違法な探知によって取得した電話番号等も基
本的に警察内部に蓄積され、自由に活用できてし
まう。しかも、犯罪に無関係な通信は、傍受記録
から除外され、裁判所に保管される傍受の原記録
上にのみ残り、裁判官にその聴取・閲覧を請求し
なければ違法な傍受があったのか、その際どのよ
うな内容が傍受されたのかが表沙汰にならない。
犯罪に無関係な通話の当事者には傍受されたこと
の通知がなされないから、傍受記録記載の通信の
当事者でないかぎり、原記録を聴取・閲覧するこ
とはまずありえない。かくして、第三者の監視の
眼がはいりにくく、違法な傍受が放置されること
になりかねない。伝統的な捜索差押えでは、執行
の場面で立会人がいて、捜査官が令状に記載され
た差押目的物以外の物を差し押さえようとすれ
ば、そこで事実上異議を申し立ててやめさせるこ
とが可能であり、また、差押え後ただちに準抗告
を申し立てることができるが、通信傍受のばあい
には、立会人を要するばあいでも通信の内容を聞
かない運用になっており、違法な傍受の歯止めと
して機能していない。
　そこで、憲法上の要請として、すくなくとも通
信傍受法が用意している歯止めが現に活かせるよ
うな解釈が求められる。
　通信傍受においては、一つの令状の執行は、令
状請求からその執行、傍受記録の作成および聴取・
閲覧、傍受原記録の聴取・閲覧等まで手続が完遂
できてはじめて、憲法上許容される。この考え方
は、傍受記録等の証拠排除の場面においても適用
されなければならない。証拠調べ請求される記録
に記載された個々の通信の傍受を対象に違法の重
大性を判断したり当該通信への波及効を検討した
りするのではなく、無関係な通信も含めて当該令
状のもとでおこなわれた傍受手続全体を一体とし
て違法の重大性を判断することとし、証拠排除の
範囲を大幅に拡大すべきである。


